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（訂正）中期経営計画に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27年 3月 2日 16時 00分に発表した表記開示資料に訂正がありましたのでお知らせ

いたします。 

 

1. 訂正内容 

開示資料 27ページ 「数値目標」 

連結営業利益率 （誤）8.0％ →（正）10.0％ 

 

2. 訂正理由 

数値の誤入力のため。 

 

上記訂正部分を反映いたしました中期経営計画を添付いたします。 

 

以 上 
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はじめに、2012年4月から取り組んでいる中期経営計画2014とその成果についてご説明いたしま
す。 
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中期経営計画2014は、「3つの事業戦略」と「6つのキーワード」を基本として作成いたしました。 
 
テレビCM制作を軸とした既存ビジネスの強みに加え、需要が拡大しているデジタル領域や海外展
開など新たなビジネスの展開による強みをグループとして創造し、その相乗効果を発揮することで
市場の伸びを上回る成長を目指してまいりました。 
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連結売上高は、2017年3月期に300億円を目標としておりましたが、 
主力の広告事業において、国内TVCM制作が好調であったことに加え、デジタル関連および海外
事業の伸びも増収に貢献し、2015年3月期で290億円を見込んでおります。 
 
利益面も、増収効果に加え、先行投資的な費用負担の一巡により伸びておりますが、連結営業利
益率は、目標の9.5%に対し、7.2%と達成が難しい見込みとなりました。 
これは、既存の主力ビジネスである国内テレビCM制作の売上が想定以上に大きく伸びたことと、グ
ループ拡大や人員増を前倒しで進めたこと等によるものです。 
 
連結ROEは、今期のメディア関連事業整理に伴う税額減少という一時的な増益要因もありますが、
目標を達成する見込みです。 
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2014年3月期には、過去最高の売上高、営業利益、経常利益を更新いたしました。 
2015年3月期も、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益が過去最高を更新する見込みです。 
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従来の広告映像制作事業に加え、増加するインターネットを中心とするデジタルメディアへ対応す
るため、M&Aを活用し、デジタル領域に対応する部門の再編、強化を行って参りました。 
 
2014年に、当社の主力である広告映像制作事業と隣接する領域の中でも特に有望なコンテンツ
マーケティング系の事業領域を得意としているナカミノ株式会社をグループ化いたしました。 
 
2015年には、オンライン動画コンテンツマーケティング関連情報の入手、そうした企業とのリレー
ション強化が図れるとともに、AOIグループへの相乗効果を狙い、今後成長が期待されるスマート
フォンなどモバイルエンタテイメント領域に特化したファンド“gumi ventures”２号ファンドへ出資いた
しました。 
 

また、クールジャパンコンテンツを軸に、アジア地域でコンテンツマーケティングを展開するととも

に、インターネットを活用したグローバルなIP事業のノウハウを獲得するため、株式会社博報堂DY

メディアパートナーズの子会社である「ALL BLUE」への出資・協業を強化いたしました。 
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テレビCM、オンライン動画を中心とする広告映像制作の強みを生かし、マーケティングソリューショ
ンの一つとして動画コンテンツマーケティング事業に、新たに取り組みました。 
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2011年9月ジャカルタへの現地法人設立をスタートとして、海外の各拠点を線として結ぶ体制を構
築、東南アジアを中心とする海外戦略を推進致しました。 
2013年4月には「北京葵友広告有限公司」を株式取得により子会社化し、ネットワークをより充実さ
せました。 
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バンコク・北京拠点の設立により売上が大幅に拡大し、黒字化致しました。 
ASEAN各国の経済成長に伴い、2015年3月期も増加を見込んでおります。 
日系クライアントの広告動画制作ニーズは高まる傾向にあります。 
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過去5期におけるグループ全社の従業員数と連結子会社数の推移です。 
従業員数は76%増の736名となっております。 
連結子会社は国内7社から国内12社、海外8社の20社へと増加しており、グループとして提供でき
るソリューションが充実してきております。 
グループ各社が単独でサービス、ソリューションを提供するだけではなく、グループ各社で連携を図
ることで、サービス、ソリューションの質を向上させております。 
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売上高はこの3年間で73億2900万円の増加、営業利益は6億100万円の増加となりました。 
引き続き好調な広告制作事業に加えて、デジタル関連および海外事業の伸長、グループ連携の推
進が増収に寄与する見込みです。 
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次に当社グループの環境認識をご説明いたします。 
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日本の広告市場は2013年の5兆9762億円から2014年の6兆1522億円へ前年比102.9%増加してお
り、3年連続で前回実績を上回っております。 
 
主力であるTVCM制作市場も2013年2,147億円、2014年2,170億円となり、それぞれ前年比107.9%、
101.1%増加と堅調に推移しております。 
 
インターネット広告費（媒体費＋広告制作費）は2013年9,381億円（前年比108.1%）、2014年1兆519
億円（前年比112.9%）となり、初めて1兆億円を突破しております。 
 
特に新興領域である運用型広告は2013年4,122億円（前年比121.6%）、2014年5,106億円（前年比
123.9%）と高い伸びを示しております。 
 
インターネット広告制作費についても、2013年2,178億円（前年比6.2%）、2014年2,274億円（前年比
104.4%）と増加しております。 
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好調な広告市場において、AOI Pro.グループの主力事業である動画広告市場は特に高い成長が
期待されます。 
2014年度の311億円から2017年の880億円へと約2.8倍の成長が見込まれております。 
配信先は、スマートフォンの比率が年々高まっていく見込みです。 
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＜動画コンテンツ＞ 
（１）インターネットの普及と高速化や、主要キー局が見逃し視聴サービスを開始するなどの動画配
信サイトのコンテンツの充実により、動画コンテンツを視聴するメディアが、テレビからインターネット
へと拡大してきています。 
 
（２）LTEの普及やスマホ、タブレットの大画面、高画質化により、スマートフォンやタブレットでの動
画視聴が身近になっています。ある調査では、約８割の人がスマホで動画サービスを視聴したこと
があり、半数以上の人が週に１回以上利用していると回答しています。 
また、You Tubeやニコニコ動画などの動画共有サイトや、レンタルショップやテレビ局が運営する動
画配信サイトなど、インターネット上で動画コンテンツを視聴、配信するサービスが増加し、ネット上
での動画視聴が当たり前になってきています。 
 
（３）企業がプロモーション目的で制作した様々な趣向を凝らした動画が世界中でシェアされ、再生
回数が１週間で数十万回を突破するような動画が次々と生まれています。 
バイラルマーケティングの主役として「バイラル動画」という言葉が当たり前になってきています。 
 
＜運用型広告＞ 
従来運用型広告は主に検索連動広告や一部のアドネットワークを意味していました。 
ターゲットの反応を考慮しながら広告に関してPDCAサイクルを回し「運用」します。 
 
＜動画コンテンツマーケティング＞ 
動画コンテンツの普及に伴い、従来の運用型広告の手法を動画コンテンツに適用する 
「動画コンテンツマーケティング」を成長分野と捕らえております。 
 
今後は制作、公開し、バイラルを狙うだけではなく、動画コンテンツを運用するフェーズが本格的に
始まります。 
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今後5年間における当社グループの経営戦略をご説明いたします。 
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＜動画コンテンツマーケティング事業推進に向けた早期の体制構築＞ 

今後、新たなビジネス領域に挑戦していくため、ビジネスモデルを検討、構築、実行する体制構築

が重要な課題となります。 

また、取り組みに関する検証、効果測定のプロセスも仕組み化する必要があります。 

このようなノウハウを集積するためのチーム、体制の構築を目指します。 

中でも広告映像制作で培ってきた当社の強みを活かせる動画コンテンツマーケティングの推進体

制は特に重要な課題です。 

 

＜組織のレベルアップ＞ 

多様化するビジネスに挑戦するためには、事業を支える強力な組織基盤が必要となってきます。 

特にグループとして、人材に関する投資を積極的に行ってまいります。 

また、基幹システム、管理会計、ワークフロー等、業務効率化に有効と思われる分野へも投資を

行ってまいります。 
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新しい中期経営計画では、従来の広告映像制作事業に加え、動画コンテンツマーケティング事業
を強化すべく4つの基本コンセプトを掲げてまいります。 
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当社グループのコア事業であるテレビCMを中心とする広告映像制作は、グループとしてのワンス
トップでの対応力やコンプライアンス・情報管理体制の整備等を理由に大手集中が進む中で、デジ
タル領域やグローバルへの対応力を強みとして、さらなるシェアアップを図ります。 
テレビCMという高品質な映像制作で培ったノウハウを今後はWEB動画など、TV以外のメディア用
動画にも活用してまいります。 
 
今後取り組んでいくマーケティングソリューション領域の第一歩として、映像という当社の強みを活
かせる「動画コンテンツマーケティング事業」を推進します。 
データだけではなく、そこに人間ならではの視点を加えるためのソリューションを提供することが重
要なテーマとなります。 
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これまで3年かけて基盤を整えてきた北京・ジャカルタ・バンコク等のアジア拠点をベースに、日本
国内や従来型のメディア・コンテンツ領域にとどまらず、海外やデジタル領域を含めた境界なきソ
リューション展開・事業展開が可能なプラットフォームへと進化させていく方針です。 
 
従来の広告映像制作に適した評価制度に加え、新たな展開に伴い必要となる人材に適した評価制
度を構築いたします。 
人材の育成に関しては、グループ内で多様なキャリアプランが描けるようにしていく計画でございま
す。 
 
また、社内の業務効率化を業務設計、またそれを支えるインフラ両面から改善してまいります。 

22 



従来のコア事業である「広告制作事業」を、ASIA各拠点においてさらに拡大していきます。 
国内では、新たな事業領域である「動画コンテンツマーケティング事業」を推進します。 
加えて、この事業については、同時並行的にASIA各拠点にも展開していく考えです。 
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「広告制作事業」については、従来の延長線上で、安定的に収益を確保しつつ、オーガニックな成
長を目指します。 
一方で、「動画コンテンツマーケティング事業」と「AOI ASIA」については、他社との提携やM&A等を
積極的に活用しつつ、より利益率の高いソリューション提供型のビジネスモデルの拡大を目指しま
す。 
これらにより、全体として、「売上の拡大」と「利益率の向上」のバランスのとれた成長を目指しま
す。 
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